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1. 研究の背景と目的 

木造家屋が密集する我が国においては、都市大火の危

険性が高いため、古くから都市大火の対策を様々な形で

講じている。本研究では、建築並びに都市に関わる防火

対策の通史をまとめることにより、火災安全に対する今

後の課題を見出していくものである。 

2. 研究方法 

文献から火災安全に関わる記述を時代順に並べる作業

を行った。表 1 は本研究で使用した文献の一覧である。 

多くは火災に関する文献であるが、中世の火災に関す

る文献はあまりに少なく、風俗に関する文献も利用した。  

また、近年の情報に関しては、公的機関のウェブサイト

も参考にした。 
▼表 1 文献リスト 

著者 論文名 書名 出版社 発行年

京樂真帆子 平安京都市社会史の研究 塙書房 2008
高橋慎一朗,河野眞知郎 開発と災害 新人物往来社 2008
上島享 日本中世社会の形成と王権 名古屋大学出版会 2010
安野眞幸 安土山下町中宛信長朱印状 弘前大学教育学部紀要 第93号 :7-23(2005年 3月 2005
小島道裕 戦国・織豊期の年と地域 青史出版 2005
清水克行 室町社会の騒擾と秩序 吉川弘文館 2004
山崎ます美 燈火・民族見聞　山崎ます美遺稿集 ほおずき書籍 2006
黒木喬 江戸の火事 同成社 1999
鈴木淳 町火消たちの近代 東京の消防史 吉川弘文館 1999
稲垣史生 三田村鳶魚　江戸生活事典　新装版 青蛙房 2007
亀井幸次郎 近代日本建築学発達史 日本建築学会編 丸善株式会社 1972
酒田市 復興のあゆみ-復興都市計画 酒田市
室崎益輝 第4編　都市火災 火災便覧　新版 日本火災学会　共立出版 1984
池上彰彦　（西山松之助編） 江戸町人の研究　第5巻 吉川弘文館 1978

加藤　孝明、程　洪、亜力坤　玉素甫、
山口　亮、名取　晶子

建物単体データを用いたスケール対応・出
火確率統合型の地震火災リスクの評価手
法の構築

地域安全学会論文集　No.8 2006

まちづくりにおける防災評価・対策技術の総
合的検討に関する調査報告書

平成13年度国土交通省総合技術開発プロジェクト　まちづくりに
おける防災評価・対策技術の総合的検討に関する調査報告書

国土交通省　国土技術政策総合研究所、財団法人
国土技術研究センター

2002

保野　健治郎、高井　広行、難波　義
郎、遠木　律夫

定差図法による建物火災の延焼速度式（ロ
ジスティック曲線）に関する基礎的研究

日本建築学会論文報告集　第325号・昭和58年3月 1983

藤田　隆史、柴田　碧
大震災時における住民避難の最適化（第2
報）

生産研究　28巻　3号 1976

樋本　圭佑
都市火災の物理的延焼性状予測モデルの
開発

京都大学博士論文　2005 2005

加藤　孝明、久貝　壽之、小出　治、南
部　世紀夫、出原　至道

市街地延焼からみた市街地整備のための
性能基準に関する基礎的考察（その2）―有
限領域への展開―

日本建築学会径角形論文集　第525号 1999

室崎　益輝
市街地の難燃化効果と新延焼速度式に関
する研究

日本建築学会近畿支部　研究報告集 1982

加藤　孝明、ヤルコン　ユスフ、程
洪、矢野　聡、小出　治

防災まちづくりのための防災性評価システ
ムの開発―延焼危険と消防活動困難性に
着目して―

日本建築学会技術報告集　第13号 2001

加藤　孝明
パーコレーション理論を用いた市街地の防
災性評価

オペレーションズリサーチ　2002年7月号 2002

参考3.延焼シミュレーションの具体例
災害から文化遺産と地域をまもる検討委員会（第３回）議事概要
について

内閣府　防災情報のページ
http://www.bousai.go.jp/oshirase/h16/040422bun
kaisan3/sankoushiryo3-3.pdf

堀内　三郎 新版　建築防火 新版　建築防火 朝倉書店 1994

加藤　孝明 , 小出　治 , 利満　俊一 , 防災まちづくり支援システムの役割と機能 日本建築学会技術報告集 (16) 2002

加藤　孝明
延焼シミュレーションによる防災まちづくり施
策の代替案評価の試み

総合都市研究　第75号 2001

岩見達也、大宮喜文、林吉彦、成瀬友 市街地の延焼危険性評価手法の開発 建築研究報告　No.145 独立行政法人　建築研究所 2006
浜田稔 火災の研究Ⅰ 火災の研究Ⅰ 相模書房 1951
内田祥文 木造家屋の火災時に於ける對隣家屋壁面 建築學會論文集 1941
内田祥文 木造家屋の火災時に於ける對隣家屋壁面 建築學會論文集 1942

地域防災データ総覧　防災まちづくり編 財団法人消防科学総合センター 1992
建設省都市局都市防災対策室. 都市防災実務ハンドブック 株式会社ぎょうせい 1997

独立行政法人　消防研究所
平成16年（2004年）新潟県中越地震被害および消防活動に関
する調査報告書

総務省消防庁消防大学校　消防研究センター 2005

建設省総合技術開発プロジェクト　都市防火対策手法成果修正 社団法人　国土開発技術研究センター 1983

消防の歴史
消防防災博物館
http://www.bousaihaku.com/cgi-
bin/hp/index.cgi?ac1=R101&ac2=R10102&Page=hpd_view

室崎益輝. 第4編　火災安全の設計法 火災便覧　第3版 日本火災学会　共立出版 1997
西田幸夫 江戸東京の火災被害に関する研究

H22年版　防災白書 内閣府 2010  

3. 都市防火対策史 

 表 2 は、表 1 の文献から引き出した火災にかかわる事

項を時代順に並べ、項目ごとに分類し、事項のある年に

着色したものである。 

この表の見方であるが、縦軸は年を表しており、下へ

いくほど最近のものとなる。1 つの行が 1 年であり、700

年から 2010 年まで 1311 行ある。今回、梗概に掲載する

にあたり、そのままの状態で縮小することが困難であっ

たため、事項の少ない中世の行を近世・近代の 5 分の 1

幅に設定した。その関係で、実際の大きさでは表示され

ていた項が潰れて見えづらくなっている箇所があるが、

比較の際に大きな支障をきたしてはいないため、この状

態で掲載する。 

▼表 2 都市大火対策年表 

土木・建築 生活・文化 消防組織 装備・設備

1 1

1

江戸前期
■大名屋敷の移転

また寛永年間(1624～1644)に火消の手際の良さで知られた浅野匠頭長直（忠臣蔵で著名な長矩の祖父）は長屋の梁や柱を切らせた上で士卒を多数屋根に上らせてその重量で長屋を押しつぶし、あるいは燃え始めた物置小屋の屋根に靄か
ら率先して飛び降り、続いて家臣たちを飛び降りさせてその衝撃と重量でこれをつぶしたというから、動員力と家臣の服従心を利用してきわめて原始的な破壊消防をおこなっていたことが推測できる（藤口透吾―1962）。大名火消の破

■大名所々火消
大名火消の中で場所が決められていた火消。

武家火消
■大名火消の創設

■定火消
組数は寛文二年(1662)に10組に増え

竜吐水
寛政4年(1792)には大名各自火消は必ずこれを備えるように命じられ、同7年には未装備のすべての町火消に下付されて、すべての消防組織に普及した。

明治新政府は、長い歴史を持つ江戸の消防制度に対しても次々に改革の手を加えていった。武家火消はことごとく廃止され、明治元年（１８６８）５月１９日、これに代わる火災防御隊という消防組織が定火消の役員等に編成され、軍務
官に属することとなった。

火災保険

火災保険

明治17年の「消防法改正」
消防隊の設置に挫折した警視庁は、「消防隊を廃しせしより以来種々考案を尽し」、明治17年(1884)に府会に「消防法改正」（三島通庸文書「消防法改正の大意」）を提案した。当時の府会には予算審議権はあるものの条例制定権はな

1887年に英国の紡績機械の輸入と同時に、スプリンクラーが初めて輸入される
http://www.miya-spkr.co.jp/about_sp/index.htm

東京火災保険会社

日本火災保険会社

火災保険協会

昭和14年には警防団令により、全国的に消防組が解散され、これは旧市部消防組に致命的な打撃となった。
【鈴木淳. 町火消たちの近代 東京の消防史. 吉川弘文館.1999, p.194】

昭和２２年１２月２３日、消防組織法（法律第２２６号）が公布され、翌２３年３月７日から施行された。
http://www.bousaihaku.com/cgi-bin/hp/index.cgi?ac1=R101&ac2=R10102&ac3=1119&Page=hpd_view

1 昭和26年（1951年）3月に議員立法により消防組織法が改正されました。これにより、任意設置であった消防機関の設置は義務設置となりました。
http://www.fdma.go.jp/syobodan/about/index.html

昭和３５年に消防法を改正し、これら施設においては用途及び規模に応じ政令の定める基準に従って、消火設備、警報設備、避難設備などの、消防用設備等を設置しなければならないこととした。
http://www.bousaihaku.com/cgi-bin/hp/index.cgi?ac1=R101&ac2=R10102&ac3=1127&Page=hpd_view

昭和４３年６月には消防法の改正が行われ、管理系統の分かれる高層建築物、地下街及び地階を除く階数が５以上の複合用途防火対象物においては、共同して防火管理を行わなければならないとした（共同防火管理）。
http://www.bousaihaku.com/cgi-bin/hp/index.cgi?ac1=R101&ac2=R10102&ac3=1132&Page=hpd_view

都市防災丌燃化促進（S55）
【建設省総合技術開発プロジェクト　都市防火対策手法成果修正版.　社団法人　国土開発技術研究センター.　1983.　p.411-414　表5.1.1】

平成１８年４月１日から一定の防火対象物に係る防火管理者への甲種防火管理者再講習を義務付ける等所要の整備を行い，防火管理制度の充実を図った。
【平成22年版 防災白書
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また、時代を中世（平安～安土・桃山時代）、近世（江

戸時代）、近代（明治以降）と 3 つに分類し、さらに、平

安～安土・桃山時代を 100 年ごとに、江戸時代以降を 50

年ごとに区切って比較することにした。 

横軸は、火災に関する項目で、試行錯誤で、左から、

大火、防火、消防と大きく三つに分け、さらに、防火は

「土木・建築」と「文化・生活」、消防は「消防組織」と

「装備・設備」に分類した。 

本研究では、「大火」を中世・近世は大火と表記のある

ものを資料より選択し、近代は、焼失戸数 1000 戸、もし

くは焼失棟数 1000 棟以上のものとした。「防火」の「土

木・建築」は、防火対策としての都市計画や、建築物の

構造。「防火」の「生活・文化」は防火管理など土木・建



築以外の防火対策。「消防」の「消防組織」は、消火に携

わる人の変遷。「消防」の「装備・設備」では、消火に利

用した道具、消火の際の服装、消防施設の変遷として分

類した。 

4. 評価 

表 2 から読み取れる事を、時期別・項目別に評価する。 

4-1. 時期別 

4-1-1. 中世 

火災の頻度の割に防火も消防もほとんど事項がない。

ある意味、発生は天の配剤という扱いではないか。陰陽

道で鎮火させていたという記録もある。平安時代から、

禁裡火消と呼ばれる火消は宮殿の防火にあたっていたり、

宮殿や寺社の屋根を瓦葺きにしたり、酒蔵を土蔵にする

などは行われていた。だが、民家に対策が講じられるよ

うになったのは室町時代に入ってからの事である。 

これらの事柄は、今回、参考にした資料にいつの出来

事なのかを具体的に記したものがなかったため、各時代

の初頭に起こった事項として表の中に入れた。 

4-1-2. 近世 

江戸時代は都市計画よりも消防に重点が置かれていた。

これは有効な土木・建築的な対策が存在しなかったため

であると考えられる。もちろん、火除地と呼ばれる防火

帯の建設などの対策は講じられていた。消防組織は、火

消が次々に編成されている。武家方の火消として大名で

編成される大名火消や、町方の町火消などである。また、

公共性をもった消防組織として、武家地・町人地関係な

く消防に携わる武家方の定火消も存在した。 

また、明暦の大火の前後、生活・文化項に事項が多い。

これは江戸城内部（政治中枢）まで延焼が及んだためで

ある。この大火がきっかけとなり、幕府は、本格的に火

災対策に着手した。都市計画・消防組織は勿論、火災を

起こさぬよう、強風時の外出制限、風呂焚きの時間の制

限など、人々の生活に対して制限をかけるような防火の

町触も増加した。 

4-1-3. 近代 

大火は明治時代にほぼ毎年起こっている。そして、都

市計画や消防組織項でも明治時代には事項が多い。明治

維新後、幕府から日本政府に政治体系が変化したことに

も起因するであろう。都市の在り方にも一番変動のあっ

た時代である。火災の発生は、土蔵造り程度の耐火構造

しかない、木造建築ばかりの近世以前の方がはるかに多

いはずであるが、大火で焼けてしまうなどして記録が残

っていないという実情がある。また、法律が整備され、

研究も進み、火災の記録を意識的にとるようになったこ

とも関係していると考えられる。 

1901 年以降、大火が少なく、防火・消防ともに目立っ

た事項は少ない。これは、上水道と消火栓の整備が東京

から大火の発生を減じたからである。消防組織も大枠は

固まり、消防技術もそれ以前と比べ大幅に進歩した。 

4-2. 項目別 

4-2-1. 大火 

明治時代、表 2 が真っ黒になっており、大火が毎年起

こっていることがわかる。だが、近代は 1951 年以降、大

火といえる火災が少なくなる。それに対し、近世は、火

災対策を講じているにもかかわらず、明治ほどではない

にしろ、「火事と喧嘩は江戸の華」と言われるように、大

火は頻発に起こっており、250 年間、頻度に変化はない。

また、大火の記録は、中世・近世でも他項目に比べて多

くみられる。火災により文献が燃えてしまったことも考

慮すると、耐火建物などがなく、木造建築ばかりの時代

であれば、今回取り上げた数よりもさらに多くの火災が

発生していたと考えられる。 

4-2-2. 土木・建築 

近代に入って特に盛んである。近世以前とは違い、西

洋文明の輸入で土木・建築技術の進歩が目覚ましかった

からといえる。また、近代以降は物理的対策だけでなく、

都市計画に際し、どのようにすれば延焼が防げるかとい

う研究も進められている。このたび、それらも都市計画

として扱った。 

4-2-3. 生活・文化 

近世に顕著にみられる。江戸時代は、町民の行動を制

限した町触が多い。電気やガスのない時代は、日常的に

火を直接取り扱う機会が多く、その上、建築物は燃えや

すい構造であったためである。近代以降、人々の生活の

中心が火ではなくなるため、人々の火の扱いを制限する

より、都市計画に力が入れられたものと考えられる。 

4-2-4. 消防組織 

近世・1850 年～1900 年に多い。近世の消防組織項の事

項の多さは火消の存在に起因する。「4-1-2. 近世」で前述

した通り、火消が細分化されていることが一つである。

1850 年～1900 年は動乱期であり、明治新政府が消防改革

に着手し、火消から消防組・消防団に変わるためである。 

4-2-5. 消防装備・設備 

消防体制がいくら変化しても、消火方法が大きく変化

することはない。江戸時代の火消も基本装備は決まって

いた。大きな変化を生むのはやはり時代の境である。近

代化を遂げた明治以降の消防自動車の登場である。ちな

みに、本研究では、設備や道具の細部の変化は取り扱っ

ておらず、新たに登場したものだけを記載している。 

5. まとめ 

 本研究では、火災安全に関する項目を以上のように分

類したが、項目をより細かくすれば、さらに評価ができ

るように思う。中世・近世・近代では生活様式も人と火

の関わり方も変化するため、各時代にしか見られない特

徴があるのだが、本研究での分類方法では、その点が不

明瞭であったかもしれない。特に、江戸時代の火災に関

する文献は興味深いものが多く、町触等の掟を整理し、

他の時代と比較することが今後の課題である。 


